	経済情勢トピックス《大阪府の賃金の動き》


	昨今の人手不足や大企業を中心とした好調な企業業績、政府による経営者側への賃上げ要請等を背景として、平成25年では賃金の上昇機運が高まりました。その結果、26年に入ってから現金給与総額は上昇基調で推移していることが統計データからも確認でき、賃金は着実に上がっています。

しかし、消費税率引き上げによって、物価がそれ以上に上昇しており、実質賃金が減少していることから、経済の好循環の確立のためにも、今後とも賃金が上昇することが強く望まれます。


１　はじめに
昨今の人手不足、大企業を中心とした好調な企業業績、昨年政府が政労使会議を開催し、経営者側への賃上げ要請等を背景として、平成25年では賃金・所得の上昇機運が高まりました。その結果、賃金が上がるという報道を数多く目にいたしました。例えば、平成26年の春闘妥結額
では、交渉前における平均賃金のベースに対して2.19％の賃上げが実施され、平成13年以来13年ぶりの2％を超える賃上げが実施されました。中小企業を含む多くの企業において、ベースアップなどの賃上げが実施されたという調査結果
もあります。26年夏季のボーナスでも、全国の一人当たりの平均支給額（調査産業計、事業所規模5人以上）は370,550円、前年比+3.1％増と2年ぶりの増加ととともに、平成3年以来23年ぶりの高い伸びとなりました
。また、最低賃金の改定も行われ、25年10月より大阪府の改定後の時給は819円と、前年比+19円引き上げられました。

このように賃金は上昇基調で推移していますが、今回の賃上げの結果はどうだったのかを、統計データを中心にみていきたいと思います。

２　統計データからみた賃金の動き
大阪府の現金給与総額の動向をみると（図表１）、25年では前年比で増加傾向でしたが、26年3月から前年比で増加傾向にあり、特に6月・7月は夏のボーナス支給の影響等で大きく伸びました。また、所定給にあたる「決まって支給する給与」でも、26年5月から4ヶ月連続で前年比プラスとなり、下げ止まりから上昇に転じています。
図表１　賃金の動き
（大阪府、調査産業計、事業者規模5人以上）
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（出所）大阪府統計課「大阪の賃金、労働時間及び雇用の動き」
ただ労働者一人当たりに換算した場合には、パート労働者の大幅に増加によって、労働者一人当たりの賃金が押し下げられるため、実態からかけ離れている可能性があります。図表２は、賃金の動きを一般労働者とパート労働者と
図表２　一般労働者とパート労働者の賃金の動き
（大阪府、調査産業計、事業者規模5人以上）
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（出所）大阪府統計課「大阪の賃金、労働時間及び雇用の動き」
に分けてみたものですが、一般労働者・パート労働者ともに現金給与総額・決まって支給する給与は26年になってから上昇傾向にあります。また、一般労働者とパート労働者の一人当たり現金給与総額と労働者数をそれぞれ掛け合わせた、企業が支払う雇用者報酬総額を計算すると（図表３）、雇用者報酬総額は26年になって一貫して増加基調で推移しており、それには一般労働者の増減要因や一般労働者の給与要因が大きく影響しています。パート労働者についても、25年中はパートタイム労働者の給与要因がマイナスに寄与していましたが、26年では人数の増減要因、給与要因ともにプラスに寄与しています。このことからも、26年になって、企業では一般労働者・パート労働者問わず、人数だけではなく、賃金も上昇させています。
図表３　雇用者報酬総額の推移
（大阪府、調査産業計、事業者規模5人以上）
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（出所）大阪府統計課「大阪の賃金、労働時間及び雇用の動き」
それではどの産業において、賃金が上昇したのでしょうか。労働者一人当たりの現金給与総額について主要産業別にその推移をみると（図表４）、医療・福祉は依然として低迷していますが、他の業種は概ね上昇基調で推移しています。その中でも、26年に入ってからの建設業と宿泊業・飲食サービス業は大きく増加しています。これらの業種は人手不足感が強い業種であることから、人手の確保とモチベーションの向上のために、大きく賃金を上昇させたことが推測されます。

図表４　産業別の現金給与総額の動向
（大阪府、調査産業計、事業者規模5人以上）
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（出所）大阪府統計課「大阪の賃金、労働時間及び雇用の動き」
３　おわりに
今まで見てきたように、26年に入って賃金は増加基調で推移していますが、消費税率引き上げや円安による物価上昇などにより、家計の実質所得は減少しています。個人消費の回復のためにも、さらなる賃金の上昇が望まれるところです。
　それに関して、明るい話題がいくつかあります。各シンクタンクによる民間企業の26年末のボーナスの予測（一人当たり支給額）においては、前年比概ね2％程度の増加と、年末賞与としては2年連続で増加が見込まれています。また、前年同様に今年も最低賃金の引き上げが10月より実施され、大阪府の改定後の時給は前年より+19円高い838円となります。これらのことからも、賃金はこれからも上昇基調で推移することが期待されます。
その一方で、中小企業を中心に、原材料価格や燃料費の上昇により収益環境は厳しくて、賃上げが困難な企業が依然として多く存在しているのも事実です。経済の好循環の実現を持続的なものにするためにも、所得増による消費増といった動きが不可欠であるため、今後とも賃金・所得の動向に注意が必要です。
（佐野　浩）
� 厚生労働省「民間主要企業の春季賃上げ要求・妥結状況」（7/29公表）


� 経済産業省「中小企業の雇用状況に関する調査」（8/15公表）における全国10,380社の回答結果では、平成26年度にベースアップや賞与・一時金の増額等何らかの賃上げを実施した企業は65％、賃上げを行った企業のうち、36％の企業がベースアップに相当する賃上げを実施したと回答している。また、全国中小企業団体中央会が実施した「中小企業労働事情実態調査」によると、回答企業19,353社のうち、26年度に賃上げを実施した企業は43.2％、7月以降に引き上げ予定が8.8％と、両者を合計すると回答企業の半分以上（52.0％）が賃上げを実施したという結果がある。


� 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（11/5発表）





